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平成３１年２月２８日実施・公金の債権回収業務に関する法務研修（京都開催）

公金の債権回収に関する法令と実務

京都弁護士会所属 弁護士 川 口 直 也

同 弁護士 田 中 茂
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第１ はじめに

１ 少し古い話から

（１）学校給食費問題（２００５年）と夕張ショック（２００７年）

（２）「私債権」ってだ？

「自治体のための債権管理マニュアル」（２００８年刊）

（３）協働と試行錯誤の１０年

２ 公金の債権管理に関する心構え

（１）回収すべきものは回収し、落とすべきものは落とす

（２）法令遵守

地方自治法（以下「自治法」）２条１６項、１７項

効率性、公平性、平等性

（３）福祉の増進

自治法２条１４項

（４）債権は「生もの」

３ 公金の債権管理の難しさ

（１）法的性格の多様性・・・強制徴収公債権、非強制徴収公債権、私債権

（２）発生原因の多様性・・・行政サービスの対価、貸付金、返還金

（３）管理先の多様性・・・人員、知識、経験

（４）債務者の支払能力・・・所得制限、福祉目的

（５）法的回収へのハードル・・・議会の議決

第２ 債権の意義・区分

１ 債権とは

債権者が債務者をして一定の行為（給付）をなさしめ、その行為の結果を当該債務者

に対する関係において適法に保持しうる権利

金銭債権とその他の債権
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２ 自治法上の債権

金銭の給付を目的とする地方公共団体の権利（自治法２４０条１項）

金銭債権に限定（地方税、分担金、使用料、手数料、契約に基づく収入金、歳出金の

過誤払い又は過渡しに基づく返還金を含む）

ちなみに、自治法上の財産とは、公有財産、物品及び債権並びに基金（２３７条１項）

３ 自治法上の債権の区分

強制徴収公債権

公債権

債 権 非強制徴収公債権

私債権

（１）発生原因による区別

公債権（公法上の原因）

私債権（私法上の原因－契約、事務管理、不当利得、不法行為）

なお、昭和３８年改正前の自治法２２５条４項は、地方公共団体の収入金は全て強制

徴収の対象とする旨定めていたが、当該規定の適用対象となるのは「公法上の収入」に

限られ、「私法上の収入」は含まないとの解釈。

（２）公債権

行政庁の処分に基づいて発生（相手方の同意不要）

① 強制徴収公債権（自治法２３１条の３第３項）・・・滞納処分の例による徴収

→ 強制徴収できる収入金の範囲の明確化

・地方税（自治法２２３条）

・分担金（同法２２４条）

・加入金（同法２２６条）

・過料（同法１４条３項、１５条２項、２２８条２項、３項）

・法律で定める使用料その他の地方公共団体の歳入

ex．公共下水道使用料、保育所保育料、国民健康保険料、介護保険料、道路占用料

② 非強制徴収公債権（同法２３１条の３第１項）・・・滞納処分による徴収不可
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・使用料で強制徴収の定めがないもの

ex．行政財産（庁舎等）の目的外使用（自治法２３８条の４第７項、８項）

→ 「使用料」の名称でも、行政処分によらない場合（＝契約）の使用料は私債権

・特定の者のためにする事務につき徴収する手数料（自治法２２７条）

ex．印鑑証明書交付手数料、各種営業許可申請に伴う手数料

→ 契約により発生する手数料は私債権

・その他の地方公共団体の歳入

ex．生活保護扶助費返還金（生活保護法７７条の２改正前の６３条適用分）

児童手当過誤払金返還請求権

（３）私債権

合意（契約）に基づいて発生するのが典型（不法行為等を除く）

行政サービス（物の利用、役務提供）の対価

非強制徴収公債権との区別が不明確（特に使用料、手数料、分担金）

ex．母子父子寡婦福祉資金貸付金（母子及び父子並びに寡婦福祉法）

高等学校等修学資金貸付金（京都府高等学校等修学資金の貸与に関する条例）

夏期歳末特別生活資金貸付金（京都市夏季歳末特別生活相談及び特別生活資金

貸付要綱）

４ 公債権と私債権との区分基準

（１）行政庁とその相手方（国民、市民等）とが対等な関係であることを前提とするか否

か

（２）私法な法律関係か公法的な法律関係かは、当事者の関係を規律する法律、政令、条

例の規定内容による。

（３）私法的な法律関係であっても、法律、政令、条例に特別な規定があって、行政庁に

特別な権限を付与している場合

（４）法律、政令、条例が行政庁に特別な権限を付与していると解すべきか否かは、形式

的な文言（「申請」、「許可」等）によってではなく、行政庁の権限の実質（例えば、

立入調査権等）によって判断されるべき。
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５ 裁判例において問題となった事例

（１）公営住宅の使用料債権 最判昭５９．１２．１３

（２）水道料金 大阪高判昭４４．９．２９

（３）公立病院の診察料 最判平１７．１１．２３

強制徴収公債権 非強制徴収公債権 私 債 権

発生原因 公法上の原因（法令、処分等） 私法上の原因（契約等）

自力執行力 あ り な し な し

書類の送達 地方税法２０条４項の適用あり 地方税法２０条４項の適用なし

時効期間 原則５年（自治法２３６条１項） 原則１０年（民法１６７条１項）

時効の援用 不要（自治法２３６条２項） 必要

延滞金 条例の定めによる 原則年５％（民法４１５条、

（自治法２３１条の３第２項） ４１９条、４０４条）

破産免責 非免責債権（破産法２５３条１項１号） 原則免責（例外：同条１項６号）

第３ 任意の履行を求める措置

１ 収納管理

（１）歳入の調定及び納入の通知（自治法２３１条、地方自治法施行令（以下「施行令」）

１５４条） 公債権、私債権ともに適用がある。

（２）歳入の調定（施行令１５４条１項） 内部的な意思決定

（３）納入の通知（同条２項及び３項） 納入義務者に対する具体的表示

納期後に行う納入の通知には、時効中断の効力がある（自治法２３６条４項）

２ 延滞発生時にとるべき措置

（１）公債権（自治法２３１条の３）

期限を指定して督促（１項）の上、地方税の滞納処分（地方税法６６条以下等）の

例により強制徴収（３項）

（２）私債権（自治法２４０条２項）

施行令（１７１条以下）に基づき、督促、強制執行その他必要な措置をとる
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３ 督促の時期・方法・指定すべき期限等

地方税（納期限後２０日以内に督促状を発する）を除いて定めはない。

債権管理条例・規則等で時期及び方法を定める例がある。

ex．履行期限後３０日以内（努力義務）に、書面により、督促実施日から１５日以内

の日を期限として行う（京都市債権管理規則第４条）

４ 督促の効果

（１）公債権

手数料及び延滞金の徴収（自治法２３１条の３第２項）ができる。

地方税の滞納処分の例による強制徴収（３項）の前提となる。

時効中断の効力がある（自治法２３６条４項）・・・最初の督促のみ

（２）私債権

時効中断の効力がある（自治法２３６条４項）・・・最初の督促のみ

５ 督促の実際

（１）書面で行うことが望ましい。

① 督促の時期や内容について、後日に疑義が生じることを予防する。

② 相手方の対応に関わらず、明確な意思表示を行うことができる。

（２）督促の事実を後日立証できるようにしておく必要がある。

ex．督促状の控えを管理ファイルに綴じ込むとともに、債権管理台帳に備考欄を設け、

督促の年月日や方法を記入する。

（３）内容証明郵便

私債権の場合、「内容証明郵便」及び「配達証明」の制度を利用することが有用。

意思表示は、相手方に到達したときに効力を生じるところ（民法９７条１項）、内

容証明郵便及び配達証明により、「特定の内容の文書が特定の年月日に差し出されて

配達された」事実を立証することができる。

６ 督促が到達しない場合等

（１）公債権
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住居所等が知れているときは、通常到達すべきであった時に送達があったものと推

定（但し要記録、自治法２３１条の３第４項が地方税法２０条４項を準用）

（２）私債権

自治法２３１条の３第４項適用なし

所在確認の上、「特定記録郵便」の活用による再督促

再督促に時効中断効はないが、民法１５３条の催告の効果を認める裁判例あり

(３）なお、督促が到達したのに反応がない者に対しても、再度、文書、電話、訪問によ

る督促を行い、納付交渉に移行を促す。文書の送付は、再々督促（３回目、最後通告）

まで実施することが望ましく、徐々に強い表現のものにする。

７ 納付交渉

（１）目的

滞納処分または法的手続の可能性を念頭に、債務者側の生活状況について情報を得

て、資料を徴求する。

（２）ポイント

債務者の人格を尊重し、自尊心を傷つけないよう配慮する姿勢が重要。

対立や紛糾が予想される場合は、複数にて対応するのが望ましい。

納付交渉の記録を残す。

（３）徴求すべき資料の例

① 収入：給与明細、源泉徴収票、課税証明書、年金証書、生活保護受給証明書等

② 支出：医療費等の領収書等

③ 資産：預金通帳、登記簿謄本、固定資産税評価証明書、保険証券、車検証等

④ 負債：債権者一覧表、返済予定表、督促状等

（４）とるべき措置の見極め

① 任意の納付が可能である場合、弁済計画に関する誓約書等を提出させる。

債務承認として時効中断の効力あり

事実上、滞納処分や法的回収を見合わせることの表明だが、法的効果はない（民法

上の和解ではない、期限の利益を付与するものではない）

どこまで実効性があるのか（特に私債権）

② 支払いの意思及び能力は有しているが、約定の納付が困難な場合、非強制徴収公債
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権及び私債権については履行延期の特約等（自治法２４０条３項、施行令１７１条の

６）を検討する。

民法上の和解ではないが、期限の利益を付与（延滞は解消）

既発生の延滞金は徴収する

③ 徴収困難であると判断される場合、徴収停止、債権放棄、免除の適用を検討する。

生活再建のための助言をし、弁護士会や法テラスでの法律相談を勧める

④ 資力はあると見込まれるのに支払いに対する誠意がうかがわれない場合、滞納処分

や法的回収を検討する。

８ 保証人に対する請求

滞納処分（自治法２３１条の３第３項）または督促（施行令１７１条）を行った後、

「相当の期間」を経過してもなお履行されないとき（施行令１７１条の２第１号）

cf．連帯保証人に対する公営住宅の家賃の請求が権利濫用として許されないとされた事

例（広島地方裁判所福山支部平成２０年２月２１日判決）

９ 期限の利益の喪失条項がある場合

債権の保全及び取立てに関し必要な措置（自治法２４０条２項）

債権について履行期限を繰り上げることができる理由が生じたとき（施行令１７１条

の３）

期限の利益喪失事由は民法１３７条に定めるほか、当事者間の契約で「期限の利益の

喪失約款」を定めることも可能・・・請求失期と当然失期

第４ 財産調査

１ 目的

債務者の収入状況、資産状況を把握することにより、回収可能性等を把握、評価し、

今後採るべき措置を検討する。

２ 地方税の徴税吏員の滞納処分に関する調査権限

（１）質問検査権
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地方税法３３１条６項（市町村⺠税）→国徴法１４１条

滞納者のみならず、滞納者と取引関係のある第三者等に対しても調査可能

ex．金融機関から滞納者との取引の有無や取引経過に関する情報を入手可

質問検査に応じない者、虚偽の陳述をなし，あるいは虚偽の書類を提出したりした

者に罰則の適用（地方税法３３３条１項（市町村⺠税）等）。

（２）官公庁等に対する調査

地方税法３３１条６項（市町村⺠税）→国徴法１４６条の２

EX．税務署に対して法人税、所得税申告書等及び納税状況等を照会可

（３）捜索

地方税法３３１条６項（市町村⺠税）→国徴法１４２条

ex．滞納者宅に立ち入り、現金や高価品、帳簿等を探す

３ 地方税以外の強制徴収公債権の場合

（１）地方税の滞納処分の例による（自治法２３１条の３第３項）

（２）地税法は，税目毎に滞納処分について規定しているが，それらの規定は，当該規定

に定めのないものについては，「国徴法に規定する滞納処分の例による。」としてお

り，国徴法の滞納処分の規定が包括的に適用になる。

（３）それ故，当該強制徴収公債権については，その債権の性質に反しない限り，国税の

滞納処分について適用される法規を一般的に準用することになる。

（４）この法規の主なものは国徴法第５章の滞納処分の規定であるところ，財産調査につ

いては，同法同章第２款（１４１条ないし１４７条）に規定があり、強制徴収公債権

については上記規定が適用になる。

４ 非強制徴収公債権・私債権の場合

（１）調査権限なし、情報の共有化にも制約がある。

（２）同意のない第三者提供の原則禁止（個人情報保護法２３条１項）

→ 金融機関等からの情報を入手できない。

（３）個人情報保護条例（京都市個人情報保護条例を例に）

① 情報の取得制限

目的を明確にし，当該目的を達成するために必要な範囲内で，適法かつ公正な手段
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により収集しなければならない（６条１項）

本人から収集しなければならない（６条２項）

② 目的外利用，第三者提供の禁止

本人の同意なく、個人情報取扱事務の目的を超えて，個人情報を当該実施機関内で

利用し，又は当該実施機関以外のものに提供してはならない（８条１項）

（４）税務情報に係る守秘義務

① 地方税法２２条

地方税に関する調査等、又は地方税の徴収に関する事務に従事している者又は従事

していた者について、これらの事務に関して知り得た秘密を漏らし、又は窃用するこ

とを罰則をもって禁止

② 趣旨

地方税法３３１条６項等，国税徴収法１４１条，地方税法３３３条１項等により，

自力執行力のある債権の徴収職員に強力な調査権限が付与されていることと引き換え

に、徴税職員に対して、通常の地方公務員と比して広範で、かつ重い守秘義務を課し

たもの

③ 漏洩

私人の秘密を本人の意思に反して第三者に知らせること

「租税行政組織内部において，当該事案に関する租税の確定・徴収のために必要な

範囲内で，上司及び当該事案の調査に従事する他の職員に知らせること」は「漏洩」

の唯一の例外である（弘文堂／金子宏「租税法」第１６版６９８頁）と説かれる。

④ 窃用

秘密に該当する私人の情報を本人の意思に反して利用すること

税の徴収のために収集した情報を私債権等の徴収の目的に使用するのは「窃用」に

あたると考えられる。

⑤ 秘密

実質秘であることが必要（最高裁昭和５２年１２月１９日判決）

当該秘密が一般に知られておらず，かつ，本人が他人に知られないことについて客

観的に相当の利益を有するものであること
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５ 対応策

・ 非強制徴収公債権、私債権については，本人から情報を取るのが原則

・ 滞納発生前に、債権管理に必要な情報を自主的に申告させる、同意書を取る

・ 滞納発生後は、何とかして接触を図るしかないので、情報提供させやすくする工夫

が必要 ex．生活状況報告書

・ 弁護士法に基づく照会（弁護士法２３条の２）の活用

・ 住宅地図、ストリートビュー、ＳＮＳ、登記情報等も活用

第５ 徴収困難であると判断されるときの措置

１ 徴収停止（自治法２４０条３項、施行令１７１条の５）

・ 私債権及び非強制徴収公債権のみ適用

・ 法人の倒産（１号）、自然人の行方不明（２号）、金額が少額（３号）

・ 内部的手続きであり，債務者との法律関係に影響はない。→時効は進行

・ 自治法上は徴収を停止した後の措置について規定がない

→ 債権管理条例で徴収停止から一定期間経過しても「なお履行させることが著しく

困難又は不適当であると認められるとき」は債権を放棄することができると定める

例がある（京都市債権管理条例７条１項５号、同規則６条２項により「３年」）

２ 免除（自治法２４０条３項、施行令１７１条の７）

・ 私債権及び非強制徴収公債権のみ適用

・ 履行延期の特約をした債権について、当初の履行期限から１０年経過後に無資力又

はこれに近い状態で、将来の弁済の見込みがない

・ 議会の議決不要

→ 回収の見込みのない債権を１０年以上管理していくことの非効率

３ 債権放棄（自治法９６条１項１０号）

・ 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に特別の定めがある場合を除くほか、権利

を放棄すること

・ 債権管理条例に基づく放棄 ← 議会への報告義務（京都市債権管理条例７条２項）
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第６ 強制的な措置（法的手続による回収）

１ 強制徴収公債権

地方税の滞納処分の例による（自治法２３１条の３第３項）

２ 非強制徴収公債権及び私債権

（１）「強制執行その他その保全及び取立てに関し必要な措置」（自治法２４０条２項）

として、督促後相当の期間を経過してもなお履行されないときは、訴訟手続や債務名

義に基づく強制執行、担保権の実行等の手続きをとる必要がある（施行令１７１条の

２）。

なお、訴訟提起には、議会の議決が必要（自治法９６条１項１２号、和解にも必要）

（２）「相当の期間」とは

債権の性質、取引の実態、時効期間の⻑短等を考慮して決すべきであるが、その認

定が遅れて債権の完全な実現を阻害することのないよう配慮するべきである。一般的

にはおおむね１年を限度とすべきであろう（松本英昭著「逐条地方自治法第４次改訂

版」９２０頁）。

３ 法的手続をとらなかったとき

・ 必要な措置を「とらなければならない」（自治法２４０条２項）

・ 違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実（自治

法２４２条１項）は住民監査請求の対象

・ 上記「怠る事実」に該当した場合は、損害賠償請求を受けることもありうる（自治

法２４２条の２第１項４号）

４ 自治体債権の請求にかかる訴訟、強制執行等の実情

（１）公平性の確保、不能欠損処理、費用対効果の観点からも、法的手続はきちんと実施

すべきである。

（２）手続きの選択

訴訟提起、支払督促、調停、即決和解、強制執行（債務名義が必要）等

（３）最も簡易迅速なのは支払督促

※ 債権の存否に争いがなく、債権額が多額でない場合に有用
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裁判所に出頭する必要がない

申立段階では立証不要

支払督促の申立と仮執行宣言の申立の２段階

債務者から異議申立がなされれば通常訴訟に移行する（応訴リスク）

送達を受領しない債務者について、現地調査が必要

公示送達ができないので、居所不明の債務者に対しては申し立てできない。

（４）通常訴訟に移行した場合

欠席判決（民訴法１５９条３項）も含めて１回結審が多い

議会の議決がないと、和解ができない

→ 債務名義取得後、訴訟外で分割納付を誓約させるか

（５）強制執行・・・費用倒れは嘘？

第７ 時効（消滅時効）管理

１、意義

一定の事実状態が永続した場合、この状態が真実の権利関係に合致するものかどうか

を問わずに、その事実状態をそのまま尊重し、これをもって権利関係と認め、これと異

なる主張を許さない、とする制度。

２、要件

（１）時効期間の経過

起算点 権利を行使できるときから進行する（民法１６６条１項）

→ 履行期限の定めのある債権 期限到来時から

履行期限の定めのない債権 債権成立時から

期間 原則 １０年（民法１６７条）

例外 民法１６８条～１７４条の２、民法７２４条、商法５２２条等

（２）援用の意思表示

時効の利益を受ける者による時効の利益を受けようとする意思表示

時効を援用するか時効の利益を放棄するかは、専ら各人の良心に委ねられるべきで

あり、援用の効果は人的範囲に関し相対的
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※ 時効完成を債務者に告知するか否か

３、時効の中断

（１）意義

時効の起訴である事実状態と相容れない事実が生じると、時効はそこで中断する。

（２）中断事由

① 請求（民法１４７条１号、地方自治法２３６条４項）

② 差押え・仮差押え・仮処分（民法１４７条２号）

③ 承認（民法１４７条３号）

（３）中断事由が終了して以前の不行使状態に戻るときは、時効は再び進行を始めるが、

期間は新しく計算される。

（４）時効の中断は、その中断の事由が生じた当事者及びその承継人の間においてのみ、

その効力を有する（相対効 民法１４８条）

４、自治体債権における時効の特則

（１）時効期間

私債権：原則１０年（民法１６７条１項）短期消滅時効あり

商事時効５年（商法５２２条１項）

公債権：５年（自治法２３６条１項）

（２）時効の援用・放棄

私債権：援用必要、時効利益の放棄可能（民法１４５条、１４６条）

公債権：援用不要、放棄不可（自治法２３６条２項）

（３）時効の中断（納入の通知、督促について）

私債権：民法１５３条

公債権：民法１５３条の適用除外（自治法２３６条４項）

５、時効消滅は最大の恥

・ 債権の区分に注意（複数の債権を扱う担当課は特に注意）

・ 短期消滅時効に注意

・ 督促した記録が残っていない、現物もない
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・ 保証人からの弁済（＝債務承認）に注意（主債務者の時効を中断しない）

→ 主債務者を基準として時効管理する必要がある

・ 管理台帳の整備（案件ファイルとの照合と定期的な更新）

→ 時効の中断に関する事項の記載（京都市債権管理規則３条９号）

第８ 結びに代えて

１、その未収金、見られてます

２、債権管理条例を作ろう

３、会議をしよう、経験を持ち寄り蓄積しよう

４、地元の弁護士と連携しよう

５、収納方法の多様化を

６、自戒とともに

以 上


